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１．コスト削減額及びVFM試算の目的

事業概要書（案）において整理したスキーム（事業方式、事業範囲、事業期間等）を基本

として、対象事業のコスト削減額及びＶＦＭの算定を実施することにより、県として

「みやぎ型管理運営方式」の導入を決定する判断材料を得ることを目的とする。

2



２．コスト削減額及びVFM試算の実施手順①
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① 現行体制モデル（現行体制による運営を継続する場合）

以下の項目について、事項の条件により現行体制による総事業費を試算した。

【対象期間】

・ 事業期間となる２０年間

【水量等の需要予測】

・ 上水・下水については，市町村の計画と供給・処理区域における将来人口推計を基本に算定

・ 工水は直近契約水量で一定

【人件費・経費（運営費用）】

・ 直近３年間の費用実績を基本として水量等の予測結果により算定

【建設改良費（更新投資）】

・ 現在進めている強靭化投資に加え、各施設の実耐用年数（法定耐用年数１．５～２．０倍）

を設定して算定



２．コスト削減額及びVFM試算の実施手順②
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② コンセッションモデル（みやぎ型管理運営方式を導入する場合）

【人件費・経費（運営費用），建設改良費（更新投資）】

・ ①で設定した費用を基に，県と運営権者の業務分担に応じて費用を按分

・ マーケットサウンディングの結果を踏まえ，民間の創意工夫に基づく期待可能な効率化・コ
スト縮減金額を反映して算定。

【その他】

・ VFMの試算に際しては，運営権者の支払利息・税金・配当等を加味
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降は市町村計画及び人口予測を加味

平成２９年８月現在の水量で固定

覚書水量 人口予測を加味（市町村計画及び社人研データ：減少率を使用）

（ｍ３／日）

（対Ｈ２８：８４％）
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３．コスト削減額及びVFM試算の条件

（１） 水量等の需要予測
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② 汚水量の予測

流域下水道事業

水 量 平成３０年度までは覚書水量，
それ以降は実績水量，事業計画及び事業進捗状況を加味
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覚書水量 事業計画及び事業進捗状況を加味

（ｍ３／年）

（対Ｈ２８：９３％）

※東日本大震災による影響（減量）の回復を
厳しく見込んでいたことによる乖離

※富谷市，大和町の人口増による増量

※H42までは美里町の整備の進捗に伴い増量



・ 更新時期の考え方

実耐用年数を考慮して以下のサイクルを基本とした。

種別 法定耐用年数 実耐用年数を
考慮した倍率

採用耐用年数 備考

県

土木 ４０～５０年 １．５ ６０～７５年

建築 ４０～５０年 １．５ ６０～７５年

管路 ４０年 ＤＩＰ：１．７５
ＳＰ ：２

ＤＩＰ ７０年
ＳＰ ８０年

DIP：ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管
SP：鋼管

（２）更新投資計画（上水，工水）

種別 法定耐用年数 実耐用年数を
考慮した倍率

採用耐用年数 備考

運営
権者

電気 ８～１５年 １．５ １２～２２年

機械 ８～１５年 ２ １６～３０年
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３．コスト削減額及びVFM試算の条件



・ 更新投資額の考え方
【更新投資額】

土木・建築・管路 ： 物価変動を考慮（建設工事デフレーターにより補正）
電気・機械 ： 当初取得額を使用（比較的短期であり物価変動が小さいことから補正なし）

【県の投資】土木・建築・管路については以下の手順により平準化

ステップ１ 対象資産に対する更新サイクル到来年度に更新実施

ステップ２ 東日本大震災を踏まえた強靭化投資を計上（管路の耐震化投資は前倒し）
更新サイクル経過済み資産を当初１０年間で平準化

ステップ３ 大崎広水の腐食管，仙南・仙塩広水の軟弱地盤埋設管の前倒し

ステップ４ 管路については更新年の１０年前から着手

ステップ５
（最終）

概ね５年間毎に全体平準化

【運営権者の投資（設備：電気・機械）】平準化は実施しない

ステップ１：対象資産に対する更新サイクル到来年度に更新実施

（理由）民間事業者から，更新投資に加え運転管理を含めたコスト削減による「更新投資計画の提案」
を受けるため，平準化は見込まない（民間事業者のノウハウ）

・ 更新投資の平準化の考え方
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大崎広域水道及び仙南・仙塩広域水道の更新投資（例）（県（管路、土木・建築）のみ平準化）

（単位：億円）

（平準化後）

（平準化後）

（平準化後）

（平準化後）
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総額 土木・建築・管路 電気・機械

上水2事業合計 約1,410億円 約890億円 約520億円

工水3事業合計 約190億円 約140億円 約50億円

下水4事業合計 約360億円 約50億円 約310億円

合 計 約1,960億円 約1,080億円 約880億円

更新投資の推計額（平成32年度から平成51年度 20年間）

３．コスト削減額及びVFM試算の条件

※下水道の投資額は，現在ストックマネジメント計画を策定中であり，また，デューディジェンス調査を実施中であ
ることから，過去数年の実績を基に２０年間の投資額を推計した概算額

更新投資の推計額
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【水道用水供給事業】 【工業用水道事業】

【流域下水道事業】

３．コスト削減額及びVFM試算の条件

（３）経費等削減率：マーケットサウンディング（※）による期待削減率

（※）関係する企業（３５社）に対する聞き取り調査

費目 削減率

人件費（給与等） ３０％

経費 ケース１ ケース２ ケース３

動力費 １０％

各費目
＋５％

各費目
＋１０％

修繕費 ２０％

薬品費 １０％

施設管理委託費 ３０％

テレメータ回線料 １０％

管理経費 ３０％

建設改良費 ２０％，３０％

費目 削減率

人件費（給与等） ３０％

経費 ケース１ ケース２ ケース３

動力費 １０％

各費目
＋５％

各費目
＋１０％

修繕費 ２０％

薬品費 １０％

管理費 ３０％

建設改良費 ２０％，３０％

費目 削減率

経費 ケース１ ケース２ ケース３

直接業務費 ３０％

各費目
＋５％

各費目
＋１０％

動力費 １０％

修繕費 ２０％

薬品費 １０％

工事請負費 ２０％

その他経費 ５％

建設改良費 １０％，１５％，２０％



調達割合 金利（配当率） 返済期間

優先ローン 60% 2.00% 15年
（当初５年間据置）

劣後ローン 30% 3.00% 1年
（当初19年間据置）

資本金 10% 3.00% ―

【運営権者の資金調達】

【税金】
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【割引率】

法人税等実効税率 ３０％

割引率 ３％，４％，５％

３．コスト削減額及びVFM試算の条件

（４）その他の前提条件

※割引率とは，将来受け取る金銭を現在価値に換算するときの割合
１年後に受け取る現金（100万円）の現在価値（PV）と割引率（5%）の関係は，
以下の式で表される。
PＶ=100万円÷（1+0.05）¹=95万円

※割引率の設定にあたっては，無リスクの場合（長期国債利回りの過去の平均）が
約2.6％となることを踏まえ，下限値を3％と設定。運営権者の資本調達コスト（自己
資本利回りと借入金利率の加重平均）を考慮し，3％，4％及び5％の３パターンを
設定した。

※劣後ローンとは，借手が経営
破綻した場合に弁済順位が
低い融資（金利は高くなる）
※優先ローンとは，劣後ローンと
は逆で，弁済順位が高い融資
（金利は低くなる）

運営権者が設立や運営にあたり必要となる資金の調達方法は，
優先ローン60％，劣後ローン30％，資本金10％の割合で調達するものと設定。

※運営権者に係る法人税、法人事業税、法人県民税の実効税率の合計
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４．コスト削減額及びＶＦＭの考え方

現在価値化

現行体制モデルとコンセッションモデルの２０年間の事業費総額を比較。
コンセッション導入によるコスト削減額から
運営権者の租税公課・利益を差し引き，ＶＦＭを算出。

※ＶＦＭ＝（A）－（B）－（C）

ＶＦＭ

租税公課
・利益

コスト削減

（A） （B）

（C）

２０年間の事業費を割引率（３～５％）を用いて現在価値に換算



ケース１ 3,267億円 335億円 9.3%

ケース２（+5%） 3,210億円 392億円 10.9%

ケース３（+10%） 3,154億円 449億円 12.5%

ケース１ 3,186億円 417億円 11.6%

ケース２（+5%） 3,129億円 474億円 13.1%

ケース３（+10%） 3,072億円 530億円 14.7%

ケース１ 3,170億円 432億円 12.0%

ケース２（+5%） 3,113億円 489億円 13.6%

ケース３（+10%） 3,057億円 546億円 15.2%

水道20%
工水20%
下水10%

3,603億円
水道30%
工水30%
下水15%

水道30%
工水30%
下水20%

コスト
削減率

建設改良費
削減率

経費削減率
現行体制
モデル

事業費総額

「租税公課・利益」無し

コンセッション
モデル

事業費総額

コスト
削減額
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５．コスト削減額及びＶＦＭの試算結果

○ケース別コスト削減額の試算結果

※上記数値は，導入可能性等調査に基づき県が試算した期待値である。
実際のコスト削減額及びＶＦＭについては，運営権者となる民間事業者からの提案により確定する。

コスト削減額：３３５億円～５４６億円



実コスト
削減額

％
実コスト
削減額

％
実コスト
削減額

％

ケース１ 250億円 19億円 231億円 8.7% 229億円 35億円 194億円 7.9% 210億円 44億円 166億円 7.4%

ケース２（+5%） 290億円 20億円 272億円 10.2% 268億円 37億円 231億円 9.5% 246億円 47億円 200億円 8.9%

ケース３（+10%） 335億円 22億円 313億円 11.7% 307億円 39億円 268億円 11.0% 282億円 49億円 233億円 10.4%

ケース１ 314億円 22億円 292億円 10.9% 288億円 38億円 250億円 10.2% 266億円 47億円 218億円 9.8%

ケース２（+5%） 356億円 23億円 333億円 12.5% 327億円 40億円 287億円 11.8% 301億円 49億円 252億円 11.2%

ケース３（+10%） 399億円 25億円 374億円 14.0% 366億円 42億円 324億円 13.3% 337億円 52億円 285億円 12.7%

ケース１ 326億円 22億円 304億円 11.4% 299億円 38億円 261億円 10.7% 275億円 47億円 228億円 10.2%

ケース２（+5%） 368億円 23億円 345億円 12.9% 338億円 40億円 298億円 12.2% 311億円 49億円 261億円 11.7%

ケース３（+10%） 410億円 25億円 386億円 14.4% 376億円 42億円 334億円 13.7% 346億円 52億円 295億円 13.2%

水道20%
工水20%
下水10%

水道30%
工水30%
下水15%

水道30%
工水30%
下水20%

建設改良費
削減率

経費削減率 事業費
削減額

租税公課
・利益

VFM

割引率３％

現在価値化

割引率4％ 割引率5％

事業費
削減額

租税公課
・利益

VFM
事業費
削減額

租税公課
・利益

VFM
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５．コスト削減額及びＶＦＭの試算結果

○ケース別ＶＦＭの試算結果（３～５％で割引）

※上記数値は，導入可能性等調査に基づき県が試算した期待値である。
実際のコスト削減額及びＶＦＭについては，運営権者となる民間事業者からの提案により確定する。

ＶＦＭ：１６６億円～３８６億円（７．４％～１４．４％）
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５．コスト削減額及びＶＦＭの試算結果

○ＶＦＭの試算結果

コスト削減額：３３５億円～５４６億円

現在価値化
（割引率３～５％）

運営権者の租税公課・利益も反映

ＶＦＭ：１６６億円～３８６億円
（７．４％～１４．４％）

※上記数値は，導入可能性等調査に基づき県が試算した期待値である。
実際のコスト削減額及びＶＦＭについては，運営権者となる民間事業者からの提案により確定する。


